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01 　高齢者が暮らしやすい街づくり　 

02　子育てしやすい街づくり 

03　日本は世界の夢の国

交通革命

II	未来都市構想

01　 高層都市の実現  都心の生活編

02　 高層都市の実現　都心の街づくり編

03　 災害に強い国づくり

04　 税制改革

01　全国リニア・新幹線網を実現しよう 

02　未来は乗り物が空を飛ぶ 

03    24時間眠らない交通網 

04　物流革命 

05　空の交通をもっと使いやすく

06　通勤の負担を緩和しよう

07　世界はもっと近くなる！ 
　　宇宙ももっと近くなる！ 

人口減少、少子高齢化問題

自動運転トラックが
物流を支える

ドローン管制で、
的確に安全管理

物流革命04I
交通革命

多様なニーズを支えるインフラ整備

交通革命が起きれば、
地方は新しい企業や人材のＵターン

を呼び込め、住みよくなって、 
人材の層や情報の層が厚くなる

可能性はあると思います。

“

”大川隆法著『大川隆法 政策問答』より

未来にはドローンの
物流が大活躍

これからの物流は
“空の道”を行く

04　物流革命



04 物流革命

いま、地方では高齢化が進み、若者
が町から離れ人口減少が進む中、ます
ます人口は大都会に集中する傾向がみ
られます。

三大都市圏の人口は過去最高を更新
し、その人口割合は全国の50％を12
年連続で超えています※1。大都市を中
心とする、一部の地域を除いて、多く
の場所で人口が減少しています。

幸福実現党は交通革命を起こし、大
都市と地方との“距離”を縮めるべきだ
と考えています。そして、それは大都
市と地方との“格差”の是正にもつなが
るでしょう。

これまで多くの企業が海外に進出し、
日本の製造業の空洞化が進みました。
その間に、日本国内でも“地方の空洞
化”が進んできてしまいました。製造業
の国内回帰を推進するためにも、高速
道路ネットワークの拡充が必要です。

交通革命の実現とともに、地方にお
ける産業の育成構想を立て、地方に高
収入を実現する働く場所を作ることで、
若者たちの地方回帰、地方進出にも道
が拓けます。それこそが真の地方創生
につながるのではないでしょうか。

近年インターネットの発達で、自宅か
ら商品を発注することがとても多くなり
ました。 都会や田舎に関わらず、自宅
に注文した商品が、それぞれ指定した
時間帯に届けられるサービスはとても便
利であり、私たちの購買活動に大きな
影響を与えました。

これからますます増える個別物流の
ニーズを満たすために、今後様々な取
組みが生まれてくる可能性があります。
ドローン等による配送もその一つです。

空飛ぶ車や、ドローンによる個別宅配
など、未来には様々な新しいサービス
が考えられるでしょう。これから「空」に
向かう交通革命は、同時に物流にも革
命をもたらすかもしれません。 日本が
いち早く時代の最先端を切り開き、世
界をリードするために、政府は規制の改
革などのルール作りや、「空」の交通革
命の実現に向けた投資を急がなければ
なりません。

交通革命は、もちろん人の移動だけの
ことではありません。物流の移動速度を
速めることも、とても大切なことです。
人の移動、そして物流の速度が上がれば、
様々な仕事、サービスのスピードが引き
上げられることになります。 それによっ
て経済の循環速度が速くなり、社会が
豊かになります。

地方に、工場など企業の進出を促す
ためには、「輸送速度」を上げる交通革
命の実現とともに、「輸送コスト」を下
げることが大切です。 距離が遠く、輸
送コストが高ければ、大都市と地方の

「生活の水準」を近づけることはとても
困難になります。 逆に、国内の物流に
かかる時間とコストを小さくすることで、
大都市と地方との“距離”はグッと近くな
ります。それが“格差”の是正につなが
ると考えられるのです。

交通革命が
“格差”を是正する

カギは「輸送速度」と
「輸送コスト」

製造業の国内回帰推進を

今必要な、経済成長戦略

多様化する物流のニーズに
応えるルールづくりと投資を

※1	『住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数』
	 総務省（平成30年1月1日現在）より

交通革命の実現と同時に、やはり国
内の産業が成長し、国として経済力を増
していく循環を作り出していくことが大
切です。

大川隆法党総裁は「金融機関の株価

が上がらなければ、人々のところに資金は

行き渡らず、事業資金は回りません。安倍

政権下においては平均株価は上がってい

ても、残念ながら、金融機関の信用は取

り戻していないのです。ここが大きなウィー

クポイントです」と述べた上で「金融機関

にもっと信用をつけなければなりません。

その法則を編み出さなければ、次の道は

開けないのです」と指摘しています※2。
金融機関の信用が増して、融資に勢い

がつくことにより、産業の成長を促進 
し、交通革命の実現も推し進めていくで
しょう。 ※2 大川隆法著『地球を救う正義とは何か』より- 0.9％～ - 0.6%未満

- 0.6％～0.0%未満
0％以上

- 0.9％未満

都道府県別人口増減率
東京中心とする大都市など、
一部の地域でしか人口が

増えていない！

40道府県で人口減少
（増加は7都県のみ）。

総務省統計局HP　人口推計
（2018年10月1日現在）より

全国1719市町村のうち
1416市町村で
人口が減少
（平成27年国勢調査）
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